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遠隔保健医療支援システムの構築
－保健医療学部テレヘルスプロジェクト活動報告1997－
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札幌医科大学保健医療学部作業療法学科3

札幌医科大学保健医療学部看護学科4

札幌医科大学医学部神経精神医学講座5
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要　　　旨

テレヘルスは、マルチメディア通信技術等を用いて、情報の共有と保健医療サービスや質の高い教育

を提供するための方法である。これは、医学のみならず、看護学、リハビリテーション学、薬学、歯学

などの保健医療学全般を対象としている。いわゆる遠隔医療は、テレヘルスに包含されるものである。

アルバータ大学では、CCHSテレヘルスセンターを1996年に開設し、州全体を網羅するテレヘルスネッ

トワークを構築した。さらに1998年にはテレヘルスの研究開発を推進するためにテレヘルス技術研究所

を設立した。札幌医科大学保健医療学部では、北海道におけるテレヘルスシステムを構築するためにテ

レヘルス推進委員会を組織した。本報告では、本委員会で行ったテレヘルスに関連する調査と実験につ

いて述べる。さらに、北海道のテレヘルスネットワーク構築に向けて果たさなければならない大学の役

割について考察する。

＜索引用語＞　テレヘルス（遠隔保健医療）、マルチメディア技術、テレビ会議システム

はじめに

札幌医科大学は、北海道立の医科系総合大学として、

１）道民への質の高い医療、保健、福祉の提供、２）高

度な保健医療技術を備えた医療技術者の育成、３）国際

協力と国際社会に通用する人材の育成、４）医療従事者

に対する卒後教育、５）道民の生涯教育、など果たさな

ければならない多くの使命を担っている。これまでも、

これらの使命を果たすべく“開かれた大学”を目指して、

地域保健医療支援と国際化を推進してきた。しかし、高

齢化が進み、保健医療を取り巻く財政状況が悪化してき

ている現在、これまでにない新しい方策を考案し、大学

が一体となって積極的に地域保健医療支援に取り組まな

ければならない。北海道と姉妹関係にあるカナダアルバ

ータ州では、アルバータ大学が中心となって州全体への

地域保健医療支援を目的としたテレヘルスプロジェクト

が進行している。

本報告では、本学保健医療学部テレヘルス推進委員会

が、北海道の地域保健医療・生涯学習支援実現のための

遠隔地保健医療システムの確立を目指して行った、遠隔

医療に関する先行研究の文献調査、高速ディジタル回線

を使って別海町との間で行った遠隔地保健医療支援の通

信実験、国際ISDN回線を使ったアルバータ大学との国

際テレビ会議の実験についてまとめる。また、今後早急

に解決しなければならない課題とその課題に対する大学

の役割について考察する。

テレヘルスとは

テレヘルスは、最新のマルチメディア技術、通信技術、

コンピュータ技術を用いて、物理的に離れた所で生活す

る人々と、質の高い教育・研究・医療支援に関するさま

ざまな情報やサービスを共有するための方法である。こ

著者連絡先：大柳　俊夫　060－8556 札幌市中央区南１条西17丁目　札幌医科大学保健医療学部一般教育科
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のテレヘルスは、最近、地域医療支援として注目を集め

ている遠隔医療1－2）（Tele  Medicine）を包含するもので、

医学のみならず看護学、リハビリテーション学、薬学、

歯学などの幅広い分野を対象としている。アルバータ州

では、アルバータ大学テレヘルスセンターを中心に、州

内の160カ所以上の遠隔地にクライアント施設を設置し、

衛星通信、ISDN回線などを利用して、州全体を網羅す

る大規模通信ネットワークを構築する計画が実現しつつ

ある。平成10年10月には、これまでのテレヘルスセンタ

ーを発展させたTelehealth  Technology  Research

Instituteを設立した。本研究所の最高責任者はMiyazaki

所長で、運営には、医学部、看護学部、リハビリテーシ

ョン医学部、薬学部、歯学部、などの多くの学部が関わ

っている。

保健医療学部テレヘルスプロジェクト

広大な土地を有し、さらに過疎・過密の問題を抱える

北海道において、道民への質の高い保健医療の提供を実

現するためには、地域への医療従事者の定着が必須であ

る。しかしこの実現はかなり厳しい状況で、その理由は、

１）交代の医療従事者がいない、２）緊急時に医療支援

を受けられない、３）研修を受ける機会がほとんどない、

４）将来に不安がある、５）新しい医療システムがほと

んど導入されない、などである3）。アルバータ州でも、

以前は地域での医療従事者の不足が大きな問題であっ

た。しかし最近では、この問題が解消されつつあると報

告されている。その要因が、州全体に広がりつつあるテ

レヘルスネットワークの存在である。地理的、環境的に

アルバータ州と似た状況にある北海道にとって、アルバ

ータ州の取り組みは大いに参考になるものであり、道内

全域にわたるテレヘルスネットワークの構築、そのネッ

トワークを利用した道民への質の高い保健医療支援や生

涯教育、また医療従事者への卒後教育などの実現を支援

するシステムの開発、などに取り組まなければならない。

また本学として、道内のテレヘルスネットワークの中枢

となるべく、地域医療従事者の支援やデータベースの構

築への組織的な取り組みが急務で、その実現のために、

保健医療学部テレヘルスプロジェクト会議を平成９年６

月に立ち上げ、平成10年２月からは、保健医療学部テレ

ヘルス推進委員会として活動を続けている。

実　　験

北海道の遠隔地保健医療支援におけるテレヘルスネッ

トワークの可能性を検証するために、ISDN回線（INS64）

を３本とテレヘルスネットワークの基盤であるテレビ会

議システム（NTT製FM2200、通信速度は128、192、

256、384（単位Kbps）の４段階）を導入し、以下の実

験を行った。

１．理学療法士の支援

別海町の理学療法士の支援を目的としたテレビ会議を

３回実施した。第１回目は、遠隔リハビリテーションに

ついての基礎的な実験で、手や足の動きを遠隔でどの程

度観察することができるか調べた。この際、通信速度を

128Kbps、192Kbps、384Kbpsと３段階変えて行った。

その結果、128Kbps、192Kbpsでは残像がはっきりと残

ってしまい、リハビリテーション指導を行うのは困難で

あるというのが一致した意見となった。一方384Kbpsで

あれば、観察することはできるが、カメラの操作等、こ

れから利用のノウハウを蓄積しなければならないという

課題が残された。アルバータ大学では768Kbpsの通信速

度でリハビリテーション指導を行っており、実際にアル

バータ大学で行っている指導の様子と比べても、

384Kbpsではその利用には限界があることは否定できな

い。第２回目は、現場で抱えている問題とテレヘルスネ

ットワークによるその解決について意見交換を行った。

今回の接続は純粋なテレビ会議で、ほとんど動作を伴わ

ないものであり、384Kbpsの通信速度は十分すぎると感

じられた。今回の意見交換で一番の話題は、車椅子等の

認定・評価に関することであった。現在この業務は、北

海道立心身障害者総合相談所の方が巡回して行っている

が、別海町への訪問は年２，３度と少なく、テレヘルス

ネットワークを利用することはできないかということで

あった。そこで、第３回目として北海道立心身障害者総

合相談所の協力により、車椅子等の認定・評価ならびに

相談におけるテレビ会議システムの利用の可能性を調べ

た。実験後、総合相談所の方々から、１）このシステム

だけで認定・評価を行うことは現段階では制度上できな

いが、将来的にその可能性はあり得る、２）現在行って

いる巡回とこのシステムを組み合わせることで、より質

の高い認定・評価が可能となる、３）カメラの台数を増

やしモニター画面を分割して表示させる、マイクのワイ

ヤレス化、などの改良により利用の可能性は高まる、な

どの意見を頂き、テレヘルスネットワークの将来的な利

用の可能性を確認することができた。

２．在宅医療支援システムとの連携

別海町では、平成９年度厚生省モデル事業として、町

立別海病院と患者宅をISDN回線で結んで在宅医療支援

を行うシステムが稼働している。そこで、大学側から患

者宅への直接的な支援の可能性を調べる実験を、在宅支

援システムとテレビ会議システムを図１のように接続し

て行った。本接続により、患者宅と大学間で直接テレビ

会議を行うことや、患者宅と病院の看護婦間のやりとり

を大学側で観察することが可能であった。実験前は、画

像や音声の劣化を懸念していたが、予想以上に画像、音

声ともにはっきりとしており、十分実用に耐えうること

が確認できた。
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３．アルバータ大学とのテレビ会議

アルバータ大学では、遠隔教育のためのテレビ会議シ

ステムとして、Picturetel  4500とターミナルアダプター

Ascend  IMUXを導入している。本機種は、世界的にシ

ェアの高いもので、音声伝送、画像伝送でそれぞれ国際

標準規格に準拠したモードを備えている。Ascendの

IMUXにより、ISDN回線を３回線束ねて通信できるよ

うになっており、FM2200と同等の性能である。

アルバータ大学との公開テレビ会議の実現に向け、双

方のシステムの設定等を微調整しながら384Kbpsでの接

続を試みたが成功しなかった。この原因は、Ascendと

FM2200のIMUXの細かな仕様の違い、カナダと日本の

ISDN回線の基本通信速度の違い（カナダが56Kbps、日

本や米国では64Kbps）など、いろいろな要因が輻輳し

ているようで、現在NTTで調査中である。接続に成功

した通信速度は56Kbps×２＝112Kbpsであった。この速

度であっても、FM2200のソフトウェアによっては、画

像は双方向に通信できるが音声は一方通行となり、アル

バータ側の音声が大学に届かない現象が起こった。この

現象は、国際ISDN回線を利用したときにのみ起こるよ

うで（ニューヨークとの接続実験でも確認）、国内の

ISDN回線を使った場合に生じたことがなく、この点に

ついてもNTTで調査を進めている。最終的には、安定

して接続できる設定で公開のテレビ会議を実現した。今

回の実験では、両大学のテレビ会議システムが異機種で

あったために高速な通信速度での接続は実現できなかっ

たが、同じ機種であれば問題なく接続できたと考えられ

る。しかし、高速に通信を行った場合通信費用が高くな

り、画像、音声の質と経済性の問題が出てくる。

本学の使命の一つである「国際協力と国際社会に通用

する人材の育成」の実現にとって、アルバータ大学との

テレヘルスに関する協力体制の確立は、重要な役割を果

たす。また、これまでのアルバータ州と本道の姉妹関係

をより密接にするばかりでなく、世界中の最新の医学、

保健医療学、ならびにテレヘルス関連の情報を獲得・修

得することができ、道民への質の高い保健医療の提供に

つながる。さらに、アルバータ大学との協力関係を発展

させて、アジア地域への支援も考えることができる。

システム構築の課題と大学の役割

１．人の問題

遠隔地保健医療支援を実現するためには、まず支援す

る側、支援される側の人的な信頼関係が必須で、信頼関

係の構築を第一に行わなければならない。そのためには、

実際に会って、率直な意見の交換・議論を交わすことが

必要になる。また、支援する側、支援される側でお互い

に何らかのメリットがなければ長続きはしない。このこ

とを双方が十分に理解しあった状況で始めなければ、こ

れまでの多くの失敗例が示すようにすぐに破綻してしま

う。Miyazaki所長が強調していたことであるが、目的指

向での人間関係の構築と“Give  and  Take”の精神で

参加者全員に有益なシステムの構築、が重要である。ま

た、対等な立場での議論を行えるような“雰囲気”作り

が大切で、そのためには全体をとりまとめるコーディネ

ータが必要である。

２．通信基盤、機器の問題と大学の役割

これまでの日本の遠隔医療における通信基盤、機器の

状況は、多くの場合、

（1）ISDN回線を利用した１対１の対向での利用、

（2）遠隔医療の研究に携わる人のみが利用できる環

境、

であり、限られた範囲の限られた人のみが利用する閉鎖

的なシステムとなっている。

本学が北海道の地域保健医療支援を行う場合、このよ

うな閉鎖的なシステムではなく、学内、学外へ開かれた

システムとしなければならない。そのための通信基盤は、

学内からは高速なLANを経由し、また学外からはISDN

回線を利用して、どこからでもアクセス可能となるよう

にする。また大学で利用する機器は、地域からの多様な

要求に応えることが可能なものを準備するようにしなけ

ればならない。このようなシステムでは、国際標準のプ

ロトコルの採用が鍵となり、特に医療画像機器では

DICOM対応のものが必須となる4）。通信回線についても、

大学では地域のさまざまな要請に応じなければならない

ことから、可能な限り多様な通信基盤を用意しなければ

ならない。

３．システム化の問題と大学の役割

上述の人の問題、機器等の問題が解決しても全道的に

広がりのある遠隔保健医療支援を実現することは困難で

ある。例えば、大学が数カ所の地域に限定して支援を行

うのであれば、上で述べた課題を解決すればよい。しか

しながら、支援する相手先が10ヶ所を越える多数になっ

た場合、このままでは機能しなくなることは容易に想像

できる。テレヘルスネットワークの構築では、大学対地

域（一対多）の星形のネットワークではなく、本来、ネ

図１　在宅支援システムとテレビ会議システムの接続
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ットワークという言葉が表す網の構築を目指さなければ

ならない。そのためには、大学がテレヘルスネットワー

クへの参加者の情報を管理し提供する、コーディネータ

として機能するようなシステム作りが必要となる。それ

に加え、実際にコーディネートや地域保健医療支援を行

う人材の育成と定員の確保が必須で、大学ならびに北海

道にとって検討しなければならない大きな課題である。

おわりに

今回のテレヘルス推進委員会の活動により、高度マル

チメディア通信技術の遠隔地保健医療への利用の可能性

は高く、地域の医療従事者にとっても遠隔保健医療支援

への潜在的なニーズは大きいことが確認できた。しかし、

テレヘルスネットワークのハードウェア部分であるイン

フラストラクチャーを整備しただけでは継続的な遠隔地

保健医療支援を実現することはできない。テレヘルスネ

ットワークの構築では、目的の明確化、人のネットワー

クの構築が必須で、その上で、

（1）大学としてどのような支援体制（ハード面と人

を含むソフト面）を整えなければならないか、

（2）地域の多様なニーズをどのように集約するか、

（3）通信費用はどのように負担するか、

（4）北海道全域へ広げる組織作りは、

などを議論し、解決していかなければならない。また、

大学と道庁の連携も必要不可欠となる。今回の取り組み

に関して、多くの報道機関から取材を受け、意見交換す

る中で、大学としての遠隔地保健医療支援への取り組み

に対する期待の大きさが伺えた。大学が中心となり、市

町村と連携をはかりながら、道民の保健・医療・福祉の

質の向上を実現するシステムを早急に構築しなければな

らないと考える。
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Abstract

Telehealth  is  a  means  of  sharing  information  and  providing  health  care  services  and

professional  education  using  interactive  video, audio, and  other  multimedia  technologies.

Telehealth  covers  not  only  medicine  but  also  other  health  sciences  such  as  nursing,

rehabilitation  sciences, pharmacy, oral  health  sciences. The  so-called  Telemedicine  might  be

involved  in  Telehealth. The  University  of  Alberta, which  is  one  of  the  advocates  of  the

Telehealth  in  the  world, established  the  Coordinating  Council  of  Health  Sciences  Telehealth

Center  in  1996. The  center  contributed  to  the  establishment  of  the  Telehealth  network  over

the  province, and  expanded  into  the  Telehealth  Technology  Research  Institute (TTRI) in  1998

to  spearhead  the  research  and  development  aspects  of  Telehealth. The  School  of  Health

Sciences  of  Sapporo  Medical  University  organized  a  committee  named  the  Committee  for

promoting  Telehealth, to  develop  a  Telehealth  System  in  Hokkaido. This  committee  is

collaborating  with  Prof. Miyazaki, the  director  of  TTRI, on  the  feasibility  of  a  Telehealth

network  in  Hokkaido. This  paper  intends  to  present  the  results  of  investigations  and

experiments  concerning  the  Telehealth  project. In  addition, some  roles  that  Sapporo  Medical

University  should  consider  in  the  Telehealth  network  system  in  Hokkaido  will  be  discussed.

Key words : Telehealth,  Multi-media  technologies, Video-conferencing
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